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自分を守る！ ビジネスにつなげる！ 社会貢献をする！ 

１． ２． ３．その他防災関連事業者 ４．

03 連携組織をつくっている例                                                        事例番号 013 
コミュニティとしての BCP 策定を通じた、「京

橋モデル」地域ブランドの確立 

 

■取組主体 京橋スマートコミュニティ協議会 ■取組の実施地域 東京都(中央区) 

■業種 サービス業 ■取組関連 URL  

 

  取組の概要                                                 
コミュニティ単位として初の事業継続マネジメ

ントシステム ISO22301 を取得 

 京橋 1・2丁目地域では、地域の安全・安心なまち

づくりを目指して、平成 24 年に地元企業、地域熱

供給会社、ビル管理会社の 3 社が「京橋スマート

コミュニティ協議会」を設立し、事業継続マネジ

メントに向けた取組を開始した。平成 26 年には近

隣の 7 社を新たに加え、組織を拡大して活動して

いる。 

 災害時には、本地域内の清水建設本社ビルを防災拠

点として、①緊急生活用水の提供 ②一時避難施設に

対する熱の提供 ③地域災害情報の提供を行うため、

定期的に訓練・演習を実施している。 

 この取組は、平成 25 年コミュニティ単位としては初

の事業継続マネジメントシステム ISO22301 を取得した。 

 

  特徴、工夫した点、苦労した点                                     

地域熱供給のつながりから、強靱化を目指す協議会へ 

 京橋 1・2 丁目地域では、熱供給を運営する東京都市サービス株式会社が、平成 6 年より「蓄熱式

ヒートポンプシステム」を採用した熱供給を行っていた。プラント設置ビルの建て替えにともない、

平成 24 年にプラントをリニューアルし、4,040 ㎥の蓄熱槽をはじめとした高効率ターボ冷凍機や冷

房排熱を有効活用する「熱回収型ヒートポンプ」の導入などにより省エネルギー性に優れたプラン

トとなった。 

 

【熱供給センターの供給範囲】 
供給開始年月：平成 6年 （1994 年） 3 月 

供給延床面積：100,000m2 

供給区域面積：4.8ha 

供給施設：業務施設、公共施設（駅舎） 
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【需要家と協調した熱供給システムの概要】 

【京橋スマートコミュニティ協議会の範囲】 

 

 

【地域・行政と連携して取組を推進】 

 

地域連携型 BCP を構築 

 同地域では、耐震性能や省エネ性能の向上対策に取組みにくい中小規模の施設が複数あり、その対

応が喫緊の課題の一つとなっていた。そこで、災害時に地域内の事業者が連携することにより、人

的・物的支援の融通を図ることを模索した。こうした共助は、個社の役割、コミュニティとしての

ルールの明確化が重要であるため、経済産業省の「事業継続等の新たなマネジメントシステム規格

とその活用等による事業競争力強化モデル事業（グループ単位による事業競争力強化モデル事業）」

を活用しつつ、協議会として ISO22301 の認証を取得することとした。 

 具体的な取組は次のようなものとなっている。 

①緊急生活用水の提供：蓄熱槽内の水を蓄熱槽から建物雑用水槽へ供給するための専用バルブがあ

り、そこから一定の操作をすることで持参したタンクなどに水を提供することができるようにして

いる。 

②一時待機施設に対する熱の提供：災害時は清水建設本社の低層階を帰宅困難者に開放し、そのス

ペースに対し冷暖房用の熱等を供給する予定である。 

③地域災害情報の提供：テレビ・ラジオ等で放送されるようなワイドな情報ではなく、京橋地域に

密着した被災状況（道路の封鎖や火災など）を Twitter を活用して発信することとしている。 
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【京橋スマートコミュニティ協議会の取組】              

 

  平時の活用                                                 

 同協議会の内部に事業継続作業部会を発足させ、事業継続性の向上に向けた取組として会員相互の

情報の共有、訓練や演習による防災スキルのアップを図っている。また、エネルギーマネジメント

作業部会も発足させ、エネルギー効率の更なる改善に向けた取組を実施している。 

 なお、各作業部会とも月 1回の頻度で顔を合わせ、様々な意見交換を行うほか、オブザーバーであ

る国や東京都からの災害対策情報の展開も行っている。 

 

  防災・減災以外の効果                                   

 同協議会では、地域の「共生・共助」力の強化による事業継続性能の向上と地域活性化、モデル事

業として「京橋モデル」の確立を目指しており、協議会会員だけでなく、京橋宝一町会や京橋宝二

丁目町会、オブザーバーの経済産業省、国土交通省、東京都、中央区など行政側の助言も得ながら

実効性のある活動を展開している。 

 環境保全や社会貢献と相俟って、「京橋モデル」として地域ブランドを確立しており、地域活性化

と他の地域・自治体などへの水平展開を目指している。 

 

  周囲の声                                                

 第 16 回電力負荷平準化機器・システム表彰「経済産業省資源エネルギー庁長官賞」（京橋１・２丁

目地区地域熱供給サービスとして受賞） 

 


